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第3章　改正UCC第2編における合意理論
第3節　UCC第2編における契約の方式
第1項　契約の方式に関わる諸規定
(a) UCC第2編の「契約の方式」に関わる諸規定としては、まず、第2
-201条〔方式上の要件…詐欺防止法〕があり、この規定は、契約の成立の
場面で問題になる。前述(本章第2節)のように、 UCC第2編では、契約
の成立につき特定の方式は問われないのだが(第2-204条1項) 1791、詐欺防
止法の規定の下(第2-201条)、従来、価格500ドル以上の物品売買契約には
「=きき面」が要求されてきたo　同条が求める詐面がなくても、契約それ自体は
成立するのだが、書面を作成しないと、訴えを提起できず、その契約を強
制することができないことになる。その意味で、詐欺防止法でいう「書面」
は契約の成立要件ではないが、契約の成立を求める当事者にとっては、あ
る種の制約となっている0
147) 46巻2号(2012. 1
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この詐欺防止法の下で要求される「書面」は、 UCC第2編の下では、契
約当事者間に合意が存在したことの証拠として重視されてきた。しかし、
今回の改正作業では、同法を廃止する方向で議論が途中まで進み、その後、
同法が復活したという経緯がある。そこで、本節の第2項では、改正作業
中にその存否が問われた詐欺防止法の意義と改正点を検討する。
(b)契約の方式に関わる諸規定としては、その他に、第2-202条〔記録
による最終的表示・口頭証拠または外部的証拠〕と第2-203粂〔捺印の効力
の否定〕がある。
第2-202条は、いわゆる「口頭証拠準則」を定めるO　口頭証拠準則と
は、一定の例外を伴いつつも、 「契約書」以外の証拠によって契約内容を解
釈、補充することを否定するルールのことである。そのルールを定める第
2-202条の意義と改正点については本節の第3項で検討するo　なお、同条が、
契約の成立を前提として、当事者間の合意の範囲を確定するという点では、
既に論じたUCC第2-207条と同様の役割を担うO
第2-203条は、改正の前後を問わず、第2編が規律対象とする取引に対し
て、 「捺印証書」 (sealedinstrument)に関するルールを適用しないと定め
る180)今回の改正では、 UCC第2編が電子商取引にも対応することを受け
て、同条の「書面」要件が「記録」要件に置き換えられたが、それ以外の
点で、特に変更はない181)。
(C)以下では、第2-201条、第2-202条の検討を中心に、これらの契約の
方式に関する諸規定の改正点を指摘した上で、両条文がUCC第2編の基礎
とする合意概念とどのように関わっているかを明らかにしよう。
第2項　詐欺防止法
(i)詐欺防止法の存否をめぐる議論
(a)詐欺防止法の目的
英米契約法において「詐欺防止法」は、元々、詐欺や偽証を防止するた
めに、当事者間に合意が存在したことの証拠として「署名された書面」を
要求してきた。ところが、同法の連用にあたり「書面」や「署名」の解釈
をめぐって複雑な判例法理が形成された結果、当事者間に合意が存在した
にもかかわらず、同法の要件を満たさないが故に、当事者がその契約に強
制されないという本末転倒な事態が生じた182)そこで、イギリスでは同法
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の適用範囲を大幅に縮小することで問題の決着を図ったが、アメリカ合衆
国では、伝統的に、同法の存在意義を認めつつ、その要件を修正、積和す
る方向で問題解決を図ろうとしてきた183)合意を重視するUCC第2編にお
いても、元来、詐欺防止法は重要な地位を占めてきたのだが、今回の改正
作業の過程では、その存否が問われたのである。以下、その経緯を論じよう。
(b)詐欺防止法の廃」L案
1991年に開始され、 2003年に完了したUCC第2編の改正作業の中で、
1996年11月までは、詐欺防止法に関するルール,を廃止する方向で談論は進
んだ。 「1996年11月改正草案」には、契約上の方式(詐欺防止法と捺印証書
に関する法)を不要とする旨の明文規定が置かれていた1841。
この時期、起草者らが詐欺防止法を廃止しようとした理由として、ま
ず、 (り現代の事実認定〔の発達〕は詐欺防止法の規定を時代遅れのものと
し、また、書面もなく、偽証に関する証拠もないが、合意に関する信用で
きる証拠がある場合に、一方の当事者に責任を回避させることによって詐
欺を助長さえしうると考えたことが挙げられる185)さらに、比較法的見地
から、 ②詐欺防止法の本家ともいうべきイギリスの「1677年詐欺防止法」
が一部の条項を除いて1953年に廃止されていること186)、また、 ③ 「国際物
品売買契約に関する国連条約」 (United Nations Convention on Contracts for
the International Sale of Goods ; CISG)や「ユニドロワ国際商事契約原則」
(Principles of International Commercial Contracts : PICC)など187)、国際的
実務のトレンドが、契約を強制可能なものとするために書面要件を課して
いないことから影響を受けた胤、などの指摘がある。
(C)詐欺防止法の復活
詐欺防止法の廃止を唱える起草者らに対して、実務家、特に、商事取引
を扱う弁護士ら(business lawyers)は同法の存続を訴えた189)第2編にお
いて詐欺防止法を維持するための主たる理由は以下の4つである。すなわ
ち、 (D詐欺防止法の要件は当事者らに合意を書面に表すことを促す、 (卦詐
欺防止法の規定は契約の成立が争点となっている場合において、正式事実
寒理を経ないでなされる判決(summaryjudgment)で聯訴するのに役立つ、
③詐欺防止法の規定なしには、書面なしで争われている合意をめぐる訴訟
は、その合意に関係した全ての個人の主観的な意思を発見するのに苦労と
費用を強いられること、および、 ④第2吊は、詐欺防止法を有する第2A
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編と一致させるべきことである190)Q
このうち、 ①や③理由づけは、元々のUCC第2編の主たる起草者であっ
たルウエリンの考えとも合致する191)起草委員会もまた、 1996年11月に、
これらの理由づけが受け入れられる形で、詐欺防止法が維持されるべきこ
とを決定し192)、 「1997年1月草案」から、従来型の詐欺防止法の規定が復活
した。
(2)詐欺防止法の改正点
以上のような経緯を踏まえて、改正第2編では、詐欺防止法を廃止せず
に、一定の修正を加えるという方向で決着がついたo以下、改正前と改正
後のUCC第2-201条〔方式上の要件・詐欺防止法〕の規定を対比させること
で、その修正点を明らかにしよう。
改正第2-201条〔方式上の要件・詐欺防止法〕 :
「(1)儀格地堅ドルIl上の糖品の充責輿軌ま、車知こ甘駿の産めかよ乙場缶キ験
与、沓面記録(record)によらないかぎり、訴訟または抗弁の手段によって強制
することはできない。ここで書面皐琴とは、両当事者間に売買契約が締結された
ことを十分に示し、かつ、有効な契約の存在を否定する当事者またはその権限あ
る代理人もしくは仲立人の署名のあるものでなければならない。この書画記録は、
合意された条項の一部を欠き、またはそれを不正確に記載してあるとしても十分
なものとされるが、この提琴垂塁の下で、春繭皐埠に記載された量を超えてその
契約を強制することはできないO
(2)商人間において、契約を確認する書面墨壁で送付者にとって十分な程度のもの
が、合理的期間内に相手方に送付され、それを受取った当事者がその内容を知り
うべき場合には、この確認香はその当事者受領者に対して(1)の要件を充足するも
のとするoただし.その受取後ioa以内に、その内容に対する異譲の通知が書面
墨壁によってなされた場合はこのかぎりでないO
(3) (1)項の要件を充たさない契約であってもその他の点で有効な契約は、次の場
合にはこれを有効なものとして強制することができる。
(a)物品が買主のために特別に製造されるもので、売主の営業の通常の過程にお
いては他に売却するに過さない場合であって、かつ、売主がその製造を実質的に
開始したか、またはその調達のための約束をすでにしたとき。ただし、売主のこ
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のような行為は、買主からの履行拒経の通知が到達する前になされ、かつ、その
物品が買主のためのものであると合理的に判断されるような事情のもとでなされ
なければならない。
(b)契約の有効性を否fjELようとする当事者が、監制での訴答や証言、または
その他の宣捌二よる方法で売買契約の締結を認めたとき。ただし、この場合には、
本号杢星準に基づいて、相手方が認めた物品の苛を超えてその契約を強制するこ
とはできない。
(C)当該物品につき支払がなされ、かつその支払が受領された場合、または物品
が受け取られ、かつ履行として受領された場合、その範囲で契約は有効とされる
(第2-606条) 0
(4)本条の下で強制することができる契約は、契約成立後1年内であれ、他のいか
なる期間内であれ、たんに緩行されないことを理由に、強制できないことはない。」
(a)旧第2-201条の構成
従来のUCC第2編における詐欺防止法のルールは以下のように構成され
ていた。
第-に、 500ドルまたはそれ以上の価額の物品売買契約は、 「書面」によ
らないかぎり、訴訟または抗弁の手段によって強制することはできない。
その古画は、契約が成立したことを十分にホし、かつ、当該契約の強制を
求める相手方(契約の存在を否定する側)の署名がなければならない(同
Sfc-7!1巾1-
第二に、上記の「署翁されたas面」という要件は、その取引が商人問で
締結され、かつ、当該契約を確認する書画が受額され、かつ、受領からlo
日以内に異議申立がない場合には、適用されない(同条2項)。
第三に、詐欺防止法に対する三つの例外が定められている(同条3項)。
すなわち、 「特別に製造された物品」の取引の場合(同項a号)、 「裁判での
訴答や証言またはその他の方法」により売買契約を締結した場合(同項b
早)、または、 「部分的履行」がなされた場合には(同項e号)、書面要件は
不要であり、書面なき契約は有効なものと解されるo特別注文、裁判での
訴答や証言、また、部分的履行といった行為によって、当事者間に合意が
存在したと判断できる場合が多いからである。
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なお、裁判所は、 UCC第2編の詐欺防止法の書面要件を満たさず、従って、
強制可能なものとはされない契約であっても、約束的禁反言を適用するこ
とで、口頭の合意を強制しうるという判例法理を形成してきた19410第二次
契約法リステイトメント第139条〔信頼に基づく行為を理由とする強制〕 1
項もまた、詐欺防止法の規定に関係なく、約束的禁反言の適用によって約
束を強制し得ると定める195)
(b)改正第2-201条における修正点
詐欺防止法に射してなされた改正は以下の5点である(①～⑤)O
まず、従来の第1項、第2項に関する詐欺防止法の基本ルールについて
は、 -同法と約束的禁反言の関係を除いて(後述) -、実質的な変更はないo
ただし、 (り詐欺防止法は、 500ドルまたはそれ以上の物品売買契約に代り、
5000ドルまたはそれ以上の物品売買契約に適用されることとなったO　また、
前述のように、 ② 「書面」要件は電子的契約に対応するために「記録」に
変更された。
次に、従来の第3項は、詐欺防止法の例外として、書面なき契約が有効
なものと解される三つの場合を定めるが、そのうちの一つ、 ③ 「裁判での
訴答や証言またはその他の方法」により契約を締結した場合が、 「訴答や証
言、またはその他の宣誓による方法」により契約を締結した場合に改正さ
れた(同項b号)。その結果、裁判外でなされた宣符供述書(affidavit)など
により契約を締結した場合にも、記録(古画)なき契約は有効なものとなっ
>.
さらに、今b]の改正では第4項が新設され、 (り「本条の下で強制するこ
とができる契約は、契約成立後1年内であれ、他のいかなる期間内であれ、
たんに履行されないことを理由に、強制できないことはない。」という規定
が盛り込まれたo　コモン…ローでは、 「契約締結の時より1年以内に履行
されない契約」は詐欺防止法の適用対象となり(いわゆる「1年条項」)、そ
のような契約を強制可能なものとするには書面が要求された196-0改正前の
UCC第2編は、この「1年条項」というコモン.ロー上のルールに言及し
ていなかったが、第2編の規律対象となる取引に当該ルールが適用される
ことを回避するために1971、今回の改正で、 1年条項を排除する旨を明示し
>.
最後に、 (訂「本条に別段の定めがある場合を除き」という改正前の第2-
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201条第1項の文言が削除されたO　その結果、詐欺防止法の要件を満たなさ
ない契約に対して約束的禁反言を適用し、当該契約を強制させる可能性を
広げた】98)
第3項　口頭証拠準則
(1)口演証拠準則とは何か
(a)概観
次に,契約の解釈に関わる方式として「口頭証拠準則」 (ParolEvidence
Rule)を取り上げる　ucc第2編において当該ルールを規律しているのは
第2-202条であるが、まずは、この準則そのものについて概観しておこう199)O
これは、一般に、啓面化された合意内容と異なることを、他の証拠を用
いて証明することを許さないとする実体法上の)レールである2(Xl)0 U頭証拠
準則といわれるが、実際には「rj頭」の証拠に限定されず、契約当事者ら
の合意が表示された「書面」以外の証拠,すなわち、外部的証拠(Extrinsic
Evidence)を広く排除する201>。もっとも、口頭証拠準則によって、特定の
書面が保護されるには、それが、契約当事者らの合意の最終的な表示とし
て意図されていることが必要であるOこの「皐終性」 (fiim的)の要件を満
たした書面(書面化された合意)のみが、それとは異なる、当事者らの初
期の合意や、他の証拠によって示される合意に優越するわけである。
そこで重要になるのが、その最終性の判断のために用いられる「完成」
(integration)の概念である。一般に、当事者らが、彼らの合意した番面を
完全かつ唯一のものであると意図している場合を「完全な完成」 (completely
integrated)と呼び、特定の条項に関してのみ最終的なものと意図している
場合を「部分的な完成」 (partiallyintegrated)と呼ぶ。その書面が完成した
ものか否かは、契約締結時の当事者らの表示された意思の認定に基づく202)
その完成の判断にあたって考慮すべき事柄については、見解の相違があ
る。まず、契約の客観理論の代表論者であったWillistonの主張する、伝統
的な立場があるo　これは、啓面だけを考慮に入れて、その文番が完成して
いるかを判断するというものである203)この立場は、詐欺防止法と同様に、
口頭証拠準則が書面による契約を保護するために設計されていると理解す
る。すなわち、当該ルールは、 「結果の確実性を促進させ、書面による証拠
が言葉だけの声明よりも信頼できることを認識させ、そして、偽証を回避
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または抑制させるものとして正当化されてきた」というのである2'"lo
それに対するのが、 Corbinが主張し、第二次契約法リステイトメントで
も採用された現代的な立場である2脱。これは、当事者らの表示された意
思が完成されたものかを判断する上で、書面化された文書と、それに関連
する外部的証拠の両方を考慮に入れるべきだというものであるaォ)この立
場は、 「書面化された合意」と「現実の合意」に相違がある(と思われる)
場合に、口演証拠準則がその解決方法を提供するものだと理解する。すな
わち、口頭証拠準則のEl的は、いかなる条項を契約に挿入するかを判断し、
解釈を通じて、当事者らの現実の合意に効力を与えることにある207)そし
て、書面化された文書が当事者らの現実の合意を反映していない可能性が
あるために、それ以外の証拠を広く参照することが正当化されるのだとい
う203)aもっとも、その書面が「合意に関する最終の、完全かつ唯一の声明
である」ことを明示した完結条項(merger clause, integration clause)が挿
入されることもあり209)、実務では、このような条項の存在が完成の判断に
おける決定的な証拠となる場合がある2101広く外部的証拠を考慮に入れる
旨を主張する現代的な立場の下でも、完結条項が存在する場合には、それ
だけで当事者らの意思に関する非常に説得力のある証拠となりうるのであ
る211)O
以上の見解の相違は、口頭証拠準則の原則に見出される二つの側面、す
なわち、 「書面による契約の保護」と「当事者らの現実の合意の探究」のい
ずれに重きを置くかに起因しているといえよう。 Willistonの主張する伝統
的な立場は今なお幾つかの州で遵守されているものの、現在有力とされて
いるのはCorbinの主張する現代的な立場であるoすなわち、口説証拠準則
の主眼は、 「いかなる場合に、外部的証拠が書面化された合意の修正、補充
または解釈を目的として利用されうるか」を規律することにある2121
ucc第2-202条
それでは、 UCC第2-202条は、口頭証拠準則をどのように位置づけている
かo以下では、改正前と改正後のUCC第2-202条の規定を対比させること
で、その修正点を明らかにした上で、口頭証拠準則をめぐる個別論点ごと
に、第2-202条の対応を見ていこう。
改正第2-202条〔書面墨埠による最終的表示…口演証拠または外部的証拠〕 :
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「(1)売買契約を確認する当事者の覚沓記軌こ記された条項,およびその他の方法
で書面甚壁に記載された条項で当事者が合こなの毅終的表示とこ故国しているものは、
それに先行する合意や同時になされた口頭の合意を証拠として否認することはで
きないOただし、次のような
ことを妨げるものではない。
(a)票ヲ[〇漂岩もしくは耳
証拠によって、補充する
とは琵fj:〇g岩(冨　　巴)席
行の経過、取引の経過もしくは取引慣行(§ト303)
(b)上述の最終的表示と矛盾しない追加的条項を示す記譜oただし、上述の沓
高記録が合意された条項の完全かつ排他的な表示と意Eglされたものであると裁判
所十jj',r ; *二HWT盲蝣'a'.,、
(2)記S剥二記された条項は、城行の種過、取引の経過もしくは取引慣行によって説
明することができるOその場合、その用いられた文言が暖味であると裁判所に事
前に認定(preliminarydetermination)されることを要しない。」 213)
(C)旧第2-202条の構成
旧第2-202条は、口頭証拠準則、すなわち、書面化された合意内容と異な
ることを、他の証拠を用いて証明するのを許さないとする。このルールが
正当化される根拠は、当事者らが、書面に記載された条項を「合意の殺柊
的な表示」として意図していることに求められる。もっとも、同条但啓に
よれば、そのように表示された条項が存在する場合であっても、 ①当事者
の合意の最終的表示と矛盾しない追加的条項や、 ②履行の経過、取引の経
過もしくは取引慣行に基づいて、その内容を「補充」、 「説明(解釈)」する
ことが認められており2U)、実際には、当該ルールが緩和されている。そし
て、このことは、裁判所に「当事者らの真意」 (trueunderstanding)を発
見することを許容する215)このことを明示していたのが、旧第2-202条のコ
メント2である。すなわち、同条の「第(a)号は、合意に関する当事者らの
真意を見出そうとして、さLj事者らの合意について定めたあらゆる書面にお
ける条項を説明または補充するために、取引の経過、取引慣行、および履
行の経過を証拠として許容するOそのような書面は、当事者間の以前の取
引の経過および取引慣行が、その文書が表示された際に考慮されるという
前提の下に理解されるO熱感の末に否定されない限りは、それらは用いら
れた文言の意味の一要素となるO同様に、その当事者らによる実際の履行
139) 46巻2号(2012. 1)
論　　説(ll)
の経過は、その書面が何を意味するかにつき当事者らが何を意図したかに
関する最適の証拠として考慮される。」と216)
以上のことから、旧UCC第2-202条は、書面化された契約に相当な重き
を置くが,あらゆる場合に取引慣行、取引の経過および履行の経過により、
しかも、特定の場合には、他の種類の証拠により、説明(解釈)また補充
されることができると規定することにより、前述のWillistonとCorbinの二
つの立場の間で、ある種の折衷案を提供しているのである217)
(d)改正第2-202条における修正点
改正第2-202条は、電子商取引に対応するべく、 「書面」要件が「記録」
要件に置き換えられているほか、新たに第2項が新設され、それまで特に
区別されることのなかった「補充」と「説明(解釈)」に関する規律につき、
第1項が「補充」、第2項が「説明(解釈)」を規律することとなった(こ
の区別の効果については後述する)。しかしながら、このような修正はある
ものの、口頭証拠準則を維持し、書面・記録による契約の保護を尊重する
一方で(その正当化根拠は、やはり、当事者らが記載された条項を「合意
の最終的な表示」と意図したことに求められる　218)、外部的証拠による補
充、説明(解釈)を許容することによって、当事者らの現実の合意を探究
するという姿勢に変わりはない。その意味で、今回のUCC改正では、第21
202条について実質的な変更はないと言われている219)0
(2) UCC第2-202条をめぐる諸問題
(2.1) 「解釈」と「補充」の区別
前述のように、口頭証拠準則は、当事者らの現実の合意を探究するため
に、時に、書面化された合意とは異なる外部的証拠の利用を許容するoそ
の際、外部的証拠が、 ①書面化された合意を「解釈」するために用いられ
る場合と、 ②書面化された合意を「補充」するために用いられる場合があり、
両者は明確に区別されている。例えば、第二次契約法リステイトメントの
下では、第212条が「解釈」のための外部的証拠の利用を、第213条および
第216条が「補充」のための外部的証拠の利用を規定している。
それに対して、 UCC第2-202条の下では、前述のように、従来、 「説明(解
釈)」と「補充」は特に区別されてこなかったが、今回の改正によって、節
1項が「補充」、第2項が「説明(解釈)」を規律することとなった。それ
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によって、外部的証拠の取り扱いに関して変化が生じたOすなわち、改正
の前後を問わず、 「履行の経過、取引の経過もしくは取引慣行」といった外
部的証拠に基づいて「説明(解釈)」や「補充」ができることに変わりはな
いが、今回の改正により、 「最終的表示と矛盾しない追加的条項に関する証
拠」によって、問題となる条項を説明(解釈)する余地がなくなってしまっ
たのである(下記の対照表を参照されたい　220)説明(解釈)の場面にお
いて、外部的証拠として利用できる範囲については、第二次契約法リステ
イトメントでは特に制限がないのに対して221!、 Ucc第2編の下では、履行
の経過、取引の経過もしくは取引慣行に限定されているのである222)
旧第2-202条 改正第2-202条
次の ような点を主張 して説明 し、補充 (1)次の ような証拠によって、補充を妨
することを妨 げるものではない0 げるものではないO
(a)取引の経過、取引慣行または履 (a)履行の経過、取引の経過 もしくは
行の経過 取引慣行
(b)最終的表示と矛盾 しない追加的 (b)最終的表示 と矛盾 しない追加 的
条項 条項
(2)記録に記 された条項は、履行の経過
取引の軽過 も しくは取引慣 行によって
説明することができる0
(2.2)解釈をめぐる問題
解釈については、その前提となる暖昧性の要件が問題となるO完成され
た合意の解釈は、通常、二段階のプロセスを踏む223)まず、第一段階として、
裁判所は問題となる啓面または記録が暖味であるかを決定しなければなら
ない。次いで、第二段階として、裁判所がその書面または記録が暖昧では
ないと判断した場合には、法律問題としてその意味を決定する。道に、そ
れが暖味であると判断した場合には、当事者らに外部的証拠を提示するこ
とを認めるのである224)。
問題となるのは、外部的証拠に基づいて解釈をする際の「条件」として、
その書面・記録に関する暖昧性の判断が求められるかである。これについ
ては見解が分かれるが225)、旧第2-202条のコメントKc)はこのことを明確
に否定しており㌶6)、さらに今回の改正では、そのコメントが条文のテキス
(137) 46巻2号(2012.… 1)
論　　説(13)
トに格上げされることとなった227)改正第2-202条において新設された第2
項は、 「記録に基づく条項」を裁判所が説明(解釈)する際に、 「その用い
られた文言が暖味であるという裁判所による予備的決定なしに」、当事者ら
が、履行の経過、取引の経過または取引慣行から引き出された証拠を提出
することを許容するのである。新設された同条のコメント5もこのことを
確認している228)同様に、第二次契約法リステイトメント第212条のコメン
トbも、解釈の前提としての暖昧性の要件を求めることなく、完成された
合意の意味は、あらゆる状況の観点から、すなわち、外部的証拠の観点から、
常に解釈されるものだと述べている229)。
(2.3)補充をめぐる問題
補充については、前述の「完成」の概念に応じて、外部的証拠の扱いが
異なってくる。第二次契約法リステイトメントの下では、第213条および第
216条が「補充」のための外部的証拠の利用を規定している。第213条によ
れば、完全に完成した合意は「従前の合意がその範囲内に含まれる限りに
おいて、従前の合意を消滅させる」一方で(同条2項)、部分的に完成した
合意は「従前の合意と矛盾する限りにおいて、従前の合意を消滅させる」 (同
条1項　230)従って、外部的証拠によって、完全に完成した合意が補充さ
れることはないが、部分的に完成した合意については、その部分的に完成
した範囲内の条項と矛盾しない追加的条項に関する証拠(外部的証拠)を
用いでの補充が認められる(第216条1項　231)
改正UCC第2-202条の下でも、そのコメント2において、同趣旨のこと
が確認されている。すなわち、 「当該記録が最終的、完全かつ排他的なもの
である場合には、たとえ条項が当該記録と一致するものだとしても、他の
ソースから引き出された条項の証拠によって補充されることはない。」が、
「記録が最終的なものであるが、完全かつ排他的なものでない場合には、 i
他のあらゆるソースから引き出される、矛盾しない追加的な条項に関する
他の証拠によって補充されうるo　当該記録が、瀬終的、完全かつ排他的
なものであるとしても、それは、適用可能な履行の経過、取引の経過、ま
たは取引慣行から引き出された矛盾しない条項の証拠によって、それらの
ソースが記録に基づく条項によって熟慮の末に否定されないかぎりは、補
充されうるo」のである232)0
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問題は, 「完全に完成された合意」であるという場合に、それが完成され
たものか否かを具体的にどう判断するか、また、 「部分的に完成された合意」
については、いかにして、外部的条項が、部分的に完成した範閑と矛盾し
ていないかを判断するかである233)とりわけ、前者の判断に関しては、一
方の当事者が、 「ある条項または複数の条項が当事者間の別個または独立の
合意(separate orcollateral agreement)に含まれており、それゆえに完全
な完成により排除されることはない」と主張することが考えられる。
この点につき、裁判所の見解は分かれるが、改正UCC第2-202条のコメン
ト3は、 「書面が最終的なものであるかどうか、最終的な番面が完成された
かどうかは、裁判所における問題であるO」と定めている2割)O同様に、第二
次契約法リステイトメント第213条のコメントCも、完全に完成した合意の
範囲は裁判所が決定すべき問題であると述べている235)
(2…4)契約成立時の一暇庇に関する証拠
口頭証拠準則は、契約の有効性に影響を与えうる、契約成立時の塀庇に
関する証拠を排除するものではない236)書面が完成されているか否かを問
わず、外部的証拠は、不実表示、錯誤、強迫、非良心性、約因の欠如、または、
その他の無効原因を証明することを目的として、採用されうるのである2371。
前述のように、 UCC第2編は、契約の有効性に関わる問題を規律せず、
これをコモン.ロー、エクイティに委ねているが(第1-103条(b)　、そ
れでもなお、今回の改正で、新たに導入された第2-202条のコメント4は、
「本条は、当該契約が不実表示、錯誤もしくは強迫を理由に取消可能である
こと、または、当該契約あるいは条項が非良心性を理由に強制不可能であ
ることを示すのに持ち出される証拠を排除するものではない。」と定めてお
り239)、同条が契約成立時の暇庇に関する証拠を排除するものではないこと
を明記する。
第4項　小括
これまでの検討を踏まえて、改正UCC第2編における「契約の方式」に
関わる諸規定の意義と特徴を挙げよう。
( a )まず、今回の改正作業中にその存否が問われたUCC第2-201条にお
ける詐欺防止法の規定は、結果的に、存続することとなった。 「詐欺防止法
(135) 46巻2号(2012. 1)
論　　説(15)
の要件は当事者らに合意を書面に表すことを促す」、また、 「詐欺防止法の
規定なしには、書面なしで争われている合意をめぐる訴訟は、その合意に
関係した全ての個人の主観的な意思を発見するのに苦労と費用を強いられ
る」といった同法の存続派が提示した理由づけは、 「記録(番面)」要件が、
当事者間に合意が存在したことの証拠として機能することを再確認する。
そして、 Llewellynは1936年の時点で、詐欺防止法が、その制定された1677
年の商業的ニーズに比べて、現代の取引ニーズに適合している旨を述べた
が蝣240)、電子商取引をも規律対象とした2003年改正のUCC第2偏では、詐欺
防止法の存在意義はますます高まっているといえよう。
他方、今回の改正では、詐欺防止法の要件を満たさずとも、契約が強制
可能となる例外的な場面が拡張されているO従来から第2-201条3項は同法
の例外規定として、 ① 「特別に製造された物品」の取引の場合(同項a号)、
② 「裁判での訴答や証言またはその他の方法」により売買契約を締結した
場合(同項b号)、および、 ③ 「部分的履行」がなされた場合(同項C号)を
定めるが、 ②は「裁判外」の訴答や証言に媛和されている.次に、 「契約締
結の時より1年以内に履行されない契約」が詐欺防」[・.法の下で書面を要求
されるという「1年条項」のルールを排除する(同条4項)。また、詐欺防
」L法の要件を満たなさない契約に対して約束的禁反言を通用し、当該契約
を強制させる可能性を広げている(同条1項)。これらの修正は、当事者間
に合意が存在することの証拠的棟能として詐欺防止法の重要性を認識しつ
つも、同法の硬直的な連用、解釈を回避し、その具体的妥当性を確保する
ことの現れである241lo
(b)口頭証拠準則は、同準則に見出される二つの側面、すなわち、 「書
面による契約の保護」と「当事者らの現実の合意の探究」のいずれを重視
するかによって、その位置づけも異なってくる。 Willistonに代表される伝
統的な立場は、契約の客観理論を背景として、口頭証拠準則が、詐欺防
止法と同様に、書面による契約を保護するために設計されていると理解し、
そのために、書面だけを考慮に入れて、その文書が完成しているかを判断
すべきだと主張する。それに対して、 Corbinに代表される現代的な立場は、
「吉こ面化された合意」と「現実の合意」に相違があると思われる場合に、口
頭証拠準則が、当事者らの真意を探究するための解決方法を提供するもの
だと理解する。従って、書面化された文書が当事者らの現実の合意を反映
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していない可能性があることも考厳に入れて、広く外部的証拠を参照して
=暫面化された文書を解釈、補充することを許容するのであるo
UCC第2-202条は、改正の前後を問わず、この両者の折衷的な立場に立つO
同条は、一方では,書面(記録)化された合意内容と異なることを、他の
証拠を用いて証明することを許さないとするが、その正当化根拠は、当事
者らが記載された条項を「合意の最終的な表示」として意図したことに求
められる。他方で、同条は、 「書面(記録)化された合意」と「現実の合
意」に相違があるような場合に、外部的証拠(載柊的表示と矛盾しない追
加的条項、または、履行の経過、取引の経過もしくは取引慣行)を用いて、
書面(記録)化された合意の補充または説明(解釈)することも認めるが、
これは裁判所が「当事者らの真意」を発見するためだと説明されている。
なお、第2-202条の基本スタンスは改正の前と後で変わらないが、今回の
改正では、書面(記録)化された合意を「補充」または「説明(解釈)」す
る作業が区別されることになった。それに伴って、関連する派生的、具体
的なル-ルがより明確になったO例えば、 ①説明(解釈)の前提として当
該書面(記録)が暖味であるかの判断が求められていない点は改正前と変
更がないが、以前はコメントに記載されていたことが条文のテキストに格
上げされたO　また、 ②外部的証拠を用いた補充の認否は、書面(記録)が
最終的なものか、最終的な書面(記録)が完成されたかどうかの判断に
よるが、その判断は裁判所に委ねられている旨が明示されているOその他、
③同条が契約成立時の環痕に関する証拠を排除するものではないことも今
回の改正で明記されることとなった。
(C)以上のように、改正UCC第2編は、詐欺防止法の下で求められる「普
面(記録)」、また、口頭証拠準則の下で、合意の最終的な表示として意図
された「書面(記録)」にそれぞれ一定の拘束力を認めている点で、旧UCC
第2編を踏襲しているO　そして、その起草者であったルウエリンが、これ
らの契約の方式には、それぞれ、 ①証拠的機能(evidentiary function)、 ②
警告的接能(cautionary function)、および、 ③関係づけ機能(channeling
function)が備わっていると考えていたことを想起すべきである2421。すなわ
ち、契約の方式は、 (む合意が存在したことの証拠として243)、 ②当事者らに
熟考を促す道具として(結果的に、その熟考が当事者らの外部に向けられ
た客観的な表示と内心の主観的な意思(真意)との連結を強める)2441,そし
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て、 ③その合意が最終的な意図であることを外部に表明する手段として権
能する245)本節で検討した、改正UCC第2編における契約の方式に関わる
諸規定にも、これらの諸機能を認めることができよう。契約の方式は、こ
のようにして契約の基礎となる「合意」を補完する役目を果たしているの
でム'ォ.蝣>-
もっとも、同編の下では、契約の方式に関するルールが厳格に、画一的
に適用されているわけではないことにも留意すべきである。これらの契約
の方式に裏づけられた「書面(記録)化された合意」が「現実の合意」を
反映していない可能性があることも考慮にいれて、詐欺防止法は、合意が
存在したと推断できる他の要素(特別注文、訴答や証言、部分的履行)が
ある場合には、同法の求める書面(記録)がなくともその契約を那lける
のであり、さらに、今回の改正では、そのような書面(記録)がなくても
信頼に基づく行為がある場合にも、その信頼を根拠に契約の那rlを諾める
のである。口頭証拠準則についても、広く外部的証拠を参照して、書面(記
録)化された合意を解釈、補充することが認められているわけであるo
Ucc第2編の下では、契約の方式に姦づけられた「書面(記録)化され
た合意」を尊重すると同時に、それとは異なる「現実の合意」が別に存在
する可能性があることも考慮して、それを探究する姿勢が貫かれているの
で.+>-:-:
注
179) UCC第2術の下では、口頭または行為による契約の成立が認められるo本
稿の第3輩第2節第1項(2)を参照されたい。
180)拙稿(2)前掲柱(1)61頁。
181)改正第2-203条〔捺印の効力の否定〕 = 「売買契約や物品の購入・売却の申
込を証明する記録に印章を押捺しても、そのような記録が捺印証書となるもの
ではなく、捺印証書に関する従来の法はこのような契約や申込には適用されな
いo」。 ucc § 2-203 (2005)…
182)拙稿(1)前掲柱(1)106-107頁。
183)拙稿(1) …前掲注(1)106-107頁.0
184) 「1996年11月改正草案」第2-201条〔方式上の要件は不要である〕 : 「(a)輿
約または[契約の]変更は、それ自体で、強制を求められた当事者により署名
された記録が存在するか否かにかかわらず、たとえ当該契約または変更がそ
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の成立後-年以内に傾行可能ではないとしても、強制可能である。 (b)契約ま
たは申込を証明させる記録に印P- (seal)が押捺されていても、当該記録は捺
印証書(sealedinstrument)となるものではない。捺印許割二間する法は、こ
のような契約または申込に適用されないO」。 November 1, 1996 Draft, U.C.C.
Revised Article 2. Sales, (http://www.law.upenn.edu/bll/archives/ulc/ucc2/
textd96.htm )
185) WHITE& SUMMERS,supra note 9, § 6-1 at 171.
186) Ibid…詐欺と偽証の防止を目的としてイギリスで制定された「1677年詐欺防
止法」は・訴訟の増加をもたらし,結栄的に、詐欺行為を助長するものとなった。
すなわち, 「書面」や「署名」といった文言の解釈をめぐって無数の訴訟が提
起され、それにより極めて技術的で複雑な判例法理が形成されることとなった。
その結果・当事者間に其の合憩があったにもかかわらず、同法にいう「書面」
要件を満たし得なかったために、朝約に法的拘束力なしとする不合理な結果が
生じたoまた、当事者の一方のみが署名した場合には、署名した当事者が詐欺
防止法に拘束されるのに対して、署名しなかった当事者は自由に相手方を訴え
られるという不公平が生じた。これらの批判を受けて、 1677年詐欺防止法は、
「保証契約」と「土地・家屋等に関する不動産契約」に関する条項のみを残し
て、 「1954年法律改正(如勺強制)法」 (LawReform (Enforcement of Contracts)
Act)により廃止されたD拙稿(1)前掲注(1)106頁。
187) CISG碑11条〔契約方式自由の原則〕 : r売買契約は、 mi酎こよって締結又は
立証されることを要せず、また方式についてその他のいかなる要件にも服さな
いo売買契約は.証人を含めいかなる方式によっても証明することができる。」
(訳は、ペ-タ一.シュレヒトリーム(訳=内田貴、曽野裕夫) F国際統一売買
法一成立過程からみたウィーン売買粂削(商事法務研究会、 1997年) 41貫に
拠る)。 CISG§11 (1980)…
PICC第1・2条〔方式の自由〕 = 「本原則においては、契約を締結するに際して
・ntfを必要とせず、契約の締結をニ;Lt面によって証明する必要もないO奥約の締
結は、証人を含むあらゆる手段によっても証明することができる。」 (訳は、聴
蘭久柵「ユニドロワ国際商争契約即日全訳)」ジュリスト1131号81頁(1998年)
に拠るJ。 PICC 隻 1.2 (1994) (2004).
188) WHI′れ& SUMMERS, sit♪ra note 9, at 171; Rusch (1998), supra note 15, at
2068.アメリカ合衆国が1986年にCISGを批准したことにより、詐欺防」1・.法の
ルール、契約の書面性をめぐる問題をどう凍えるかが一つの大きな間笥となるO
①国内の物品売買契約についてはUCC第2-201条の書面契約別を適用し、 ③国
際的な物品売買契約についてはCISG第11条の方式自由制を適用し.内と外とで
要件を異にするダブル・スタンダードを選択することになる。
(131) 46巻2号(2012. 1
論　　説　19)
189) WHITE& SUMMERS,supra note 9, at 171
190) Ibid.
191)ルウエリンは詐欺防止法の立法趣旨に好意的であった。契約成立の根拠
が「事実上の合意」にあると考えていたルウエリンにとって、当事者間の合意
を「書画」という形で残す詐欺防止法の趣旨は歓迎すべきものであった。彼は、
詐欺防止法が時に不正義を生じさせることを認めたが、 「一定の不適切さを抑
制する上で、その犠牲を払うだけの価値はある」と述べた。彼によれば、詐欺
防止法は1677年の商業的なニーズに比べて、現代の取引のニーズにより適して
おり、 「ほほ確実に有益」な効果を有する。すなわち、詐欺防止法は事業者ら
に彼らの取引を昏面で行うことを奨助し、それが詐欺を防止し、 H豆削二よる合
意の正確な文言を思いfflすことができない当事者らによる訴訟を減らすことに
なる。彼は、標準的な取引実務は書面による合意に基づいて行われると主張し、
また、事業者らは=讃=面に基づかない合意に依拠すべきではないとも述べるO拙
稿(2) …前掲注(1)69頁。
192)当時の起草者Speidelの「1997年1月メモ」には、詐欺防止法の廃止を明示
した第2-201条〔方式上の要件は不要である〕に関して、以下のような記述那
ある。
「繰り返すが、 (全員一致の起草委員会を前にして) 1997年年次艦会は、詐欺
防止法を維持させるという申立を拒絶した。投票結果は65対52であった。
しかしながら、起草委員会は、 1996年11月に、何らかの現行第2-201条に相
応するものが維持されるべきであることに合意し、そして、現在、条文の草案
が準備されている。
このどんでん返しはなぜ起こったのか?偽証に基づく請求(そして、それ
を抗弁に用いることはしばしば詐欺を助長する)を取り除くために、物品売買
契約において詐欺防止法は必要とされないという結論を前提にすると、同法を
維持するために幾つかの理由づけが与えられる。すなわち、 (1)第2編は、詐
欺防止法を有する第2A編および第2B編首と一致させるべきである; (2)同法
の存在は、古画を用いる契約行動を促進する:そして、 (3)同法により、契約
成立が焦点となっている訴訟において、正式事実審理を経ないでなされる判
決の申立(summaryjudgmentmotion)がしやすくなる　CISGAとの不一致は、
みたところ、説得力のある理由ではないoJ Status of Article 2 Revision Memo,
January 1,1997, U.C.C. Revised血tide 2. Sales, (hq)://www.law.upenn.edu/bll/
archives/ulc/ucc2/statj97.htm).
193) UCC§2-201 (2003)…
194) UCC第2-201条の立法趣旨は、約束的禁反言が、同条の諸要件を回避する
のに用いられるべきではないことを示している。起革者ルウエリンは、約束的
46%2% (2012. 1) (130
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.禁反言の通用は、契約が現実に行われたことを当事者らに確認させるという詐
欺防止法の証拠的機能を損なうものであると考えていたOだが、起草者の意図
に反して、赦判所の多くは、詐欺防止法が問題とされた事例において約刺勺禁
反言を適用してきたO　もっとも、約束的黙反言の適用を拒絶する譜事例や、限
定的な諸状況においてのみ約束的禁反言を適用する謂事例も他方で存在する。
195)第二次契約法リステイトメント第139条〔信頼に基づく行為を理由とする
強制〕 1項:「約束者が、被約束者または第三者の側に作為または不作為を誘
引することを合理的に予見すべきであり、かつ、そのような作為または不作為
を実際に誘引した約束は、その約束を強制することによってのみ不正義が回避
される場合に、詐欺防止法の規定に関わらず強制可能である。その違反に対し
て認められる救済は、正義が求める範囲に制限されうる。」。
196)詐欺防止法の-類型とされる「契約締結の時より1年以内に履行されない
契約」については、西川理恵子「詐欺防止法(Statute ofFraud)と契約の拘束
力に関する小考」法学研究67巻9号15頁以T (1994年)を参照されたいOそれ
によれば、 「契約締結の時より1年以内に履行されない契約」が詐欺防止法の
下で書面を要求される理由は、 「契約履行にかかる期間が長くなれば、それに
関する人間の記憶は口頭契約の場合うすれることは人間の記憶力の特性上予測
できる」という点に求められるOただし、この契約には「何をもって-年以内
に履行できない契約の基準とするかという困難な開祖」を内包しており、 「詐
欺防止法の中ではもっとも大きな批判を受けている条項である」とも指摘され
ていサー-
イギリスでは、 「1677年詐欺防止法」が1953年に廃止された際に当該契約に
関する条項(第4条5項)は廃止された。アメT)カ合衆国では、今なお、当該
契約を詐欺防止法の-類型とみなす傾向にあるが(例:第二次契約法リステイ
トメント第110条1項e号)、実際には、当該契約の中でも「1年以内には絶対
に履行が終了しないものに限る」などの限定解釈が稗み重ねられてきたD樋口・
前掲注(104) 150頁。
197) WHITE &SUMMERS, supra note9, § 6-1, at 173-174.
198)この点は、前稿でも詳述したところだが、その要点をまとめると以下の通
りである。
改正前のUCC第2-201条3項は、詐欺防止法に対する3つの例外を定めてい
るが、これらの条項は、裁判所が、大抵の場合に約束的禁反言を適用するであ
ろう状況に対して、予め制定法上の保護を提供するものである。そして、同条
1項によれば、 「本条に別段の定めがある場合を除き」 500ドル以上の口頭契約
は強制可能ではないD　この文言は、上で述べた同条3項の例外規定を想定して
おり、そして、同条における約束的禁反言の適用を明示的に排除するものであ
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るoすなわち、詐欺防止法の諸要件が回避されうるのは同条3項に定められた
場合だけであり、それ以外の場合の例外を認めないということである。このこ
とは、第卜103条の補充原則に基づいて、約束的禁反言を適用させる余地がな
いことを意味した。拙稿(2)前掲注(1)70頁。
それに対して、 2003年に改正されたUCC第2-201条では、詐欺防止法の要件
が緩和され、約束的禁反言を通用させる余地が認められたo　同条のコメント2
によれば、 「第1項の旧版は『本条に別段の定めがある場合を除き」という文言
から始まっていたが、この文言は削除されたO　これは、第3項における3つの
制定法上の例外に関する規*Eが、第1項の下で、詐欺防止法上の抗弁として禁
反言を提起する可能性を制限させるものとして理解されるべきではないことを
定めるためになされた変更であるQJ ucc§2-201,cmt.2 (2005).
詐欺防止法に関するこのような変更がなされた理由として、 ①物品売買取引
の事例において、裁判所の多くがUCC第2-201条の立法趣旨を考慮することな
く、約束的禁反言を適用する傾向にあること、 ③その判例法の動向を踏まえて.
第二次契約法リステイトメント第139条が、詐欺防止法に関係なく、約束的禁
反言に基づき約束を強制しうる旨の規定を置いたことが指摘できようO　改正
UCC第2編の起草委員会としては、これらの動向をもはや無視するわけにはい
かなかったのである。拙稿(4 ・完) …前掲注(1)127頁注26。
199)アメリカ法上のParol EvidenceRuleについては、滝沢昌彦「口頭証拠法則
をめぐって-意思表示の成立の問題に寄せて-」一橋法学3巻1号53頁(2004
年)、極目・前掲注(104) 152頁以下など0
200)　口頭証拠準則は証拠法のルールではない11WILUSTONON
CONTRACTS (4th ed, 1999) § 33:2, at 559; 6 CORBIN ON COTRACTS (Interim
Ed. 1960) § 573, at 72; 2 FARNSWORTH ON CONTRACTS (3rd ed, 2004) § 7.2, at
222; G. KLASS, CONTRACTLAWINTHE USA (2010) at 142;樋口・前掲注(104)
153、 157頁、滝沢・前掲注(199) 58貫。
201) UCC第2-202条の表題は「口頭証拠または外部的証拠」 (Parol or Extrinsic
Evidence)となっているO　また、樋口・前掲注(104) 154頁は、 ParolEvidence
Ruleが口頭証拠に限られないという意味で、 「契約書以外の証拠の排除ルー)I,」
と訳している。
202)これは事実問題であり、法律問題ではない。なお、アメ.)カ法では、一般
的に、事実問題は陪審に委ねられるが、その書面が完全に完成したものか、部
分的に完成したものか、そもそも完成していないか等の判断は、予備的な問題
として裁判所(裁判長)が決定する事柄である　KLASS.sk♪ranote200,at143.
203) WILL:王STON, supra note 200, § 33:16, at 622; ibid.
204) HAWKLAND, supra note 23, § 2-202:1, at 173…
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( 22　改正UCC第2編における「合意」を基礎とする契約法理(3)
205) Corbinは第二次契約法リステイトメントの顧問を務めており、彼の諸見解
は同リステイトメントの随所に反映されている　Corbinと第二次契約法リステ
イトメントの関係につき、拙稿(3)前掲注(1)177、 184頁を参照されたい0
206) Corbin, Parol Evidence Rule,, 53 1hIe LJ. 603, 630 (1944).第二次契約法リ
ステイトメント第209条〔完成合意書〕 3項は、広く外部的証拠を参照するこ
とを許容する。すなわち、 「両当事者がその完全さおよび明確さから見て完成
合意書であると思うのが合理的である書面に合意をしたためた場合、その=譜=面
は完成合5:ヂiニであるとみなされる。ただし、その書面が最終的な表現をなすも
のではなかったことが他の証拠によって証明された場合は、この限りでない。」
(訳は、松本恒雄「第二次契約法リステイトメント試訳(≡)」民商法雑誌94巻
6号115頁以下(1986年)に拠る　Restatement (Second) of Contracts, §209(3)
(1981).
207) KLASS,supranote 200, at 143.
208) Id.第二次契約法リステイトメント第210条のコメントbによれば、 「=書面
それ自体は.その自らの完全性(completeness)を証明することができないD」。
Restatement (Second) of Contracts § 210, cmtb (1981).
209) ParolEvidence Ruleの存在理由として、 「最終的には何が合意されたかを
文書の形で確定しようとする当事者の自由を保護する」ことが挙げられており、
実際に、その趣旨を明記した「完結条項」 (merger clause, integration clause)
がよく用いられる。樋口・前掲注(104) 156-157頁。
210) WILUSTON.sm.♪m note 200, §33:21, at 663; KIj鵬,sォ/>ra note 200, at 143.
211) KLASS,supra note200, at 143.
212) Id.at142.
213) UCC§2-202 (2003).
214) UCC第2-202条のTでは、 「説明」 (explain)および「補充」 [supplement)
という動詞が用いられているが、前者は「解釈」 (interpretation)を指しており、
後者は文字通りに契約条項の補充を意味するものと理解されている　WHITE
& SUMMERS, supra note 9, at 174-175.
215) Rosen, su,♪蝣ra note 74, at 1222.
216) UCC § 2-202, cmt.2 (1995).
217) HAWKLAND,supra note23, at 174.
218)改正UCC第2-202条のコメント1は以下のように規定するo 「第(1)項は口
頗証拠準則を成文化するO　このルールの実施は、記録に基づく条項がrその記
載された条項に関して当事者が合意の最終的表示』であるという両当事者の意
思(intention)に依拠しているO　このような記録と一致する相互的な意思なL
には、口頭証拠準則は、その記録に先行してまたは同時に合意された他の条項
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の証拠を排除することを目的として適用されることはない。最終的な記録が存
在しないかぎり、これらの申し立てられた条項は信用できるソースから適切な
証拠によって合音の-部として立証可能であるo各当事者が確認の記録を送付
する場合には、当該合意と一致する相互的な意思は、 『売買契約を確認する当
事者の記録に記された』条項とみなされる。」 ucc§2-202,cmt.1 (2005).
219) Rusch(2003), supra note 15, at55.
220)この点については、本来、 「追加的」という形容詞は「補充」を暗示して
おり、 「説明(解釈)」にはそぐわない。今回の改正では「従来から存在した制
定法上のテキストの矛盾を取り除いただけである」との指摘がある　WHITE
& SUMMERS, sup紹note 9, at 175…
221)第二次契約法リステイトメント第212条は、完成された合意の意味は、あ
らゆる「諸般の翻吉」から解釈されるものだと規定する。第二次契約法リステ
イトメント第212条〔完成合意書についての解釈〕 : 「(1)完成合意書についての
解釈は、一個または数個の書面の条項の意味を対象として、本章に定める諮準
則に従い、諸般の事情に照らしておこなわれる。 (2)完成合意書の解釈につい
ての開祖は、それが外部的証拠{extrinsicevidence)の信頼度、または外部的
証拠から導き出される複数の合理的解釈の中からの選択に依存する場合、裁判
における事実判断の担当者(trieroffact)によって決定される.それ以外の場
合は、完成合意書の解釈についての問題は、法律の問題として決走されるO」
(訳は、松本.前掲注(206)に拠る。 Restatement (Second) of Contracts, § 212
(1981).
222) UCC第2編の改正作業においては、第2-202条の下、説明(解釈)に用い
られる外部的証拠の範閲に関して変遷があったといわれる。
「より初期の草案は、リステイトメントの下で認められているのと同程掛こ
広い、解釈のための一連の証拠を許容していた。例えば、 1997年5月16日草案
は、あらゆる関連する証拠により説明されうる、記録における条項を許容し
た。起草者のSpeidelとRuschは、この変更は、改正第2-202条における最も論争
のあった部分であったと注記している。なぜならば、新たな文言は、記録にお
けるある条項の意味が平易または明確で、かつ、表面上は暖昧ではないとして
も、裁判所はその証拠を認めなければならないことを示唆しているからであるO
解釈のために許容される証拠の範囲は、その後、段階的に狭くなった1998
年3月1 ET草案を契機に、記録における条項は、信用できる証拠によっての
み説明されうる。 1998年12月1日草案は、解釈に関するルールを新たな第(b)
項-移行し、そして、記録における条項を、 (i)履行の経過、取引慣行、また
は、雁行の経過: (ii)周閲の諸状況;および、 jii)裁判所により決定された他の
ソースからの証拠によって説明されうることを許容した。新たな起草委員会が
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1999年の秋に任命された後は、事後の草案は、解釈のための証拠の幅を.それ
らの履行の樫過、塀引の権過、または取引慣行にのみ限定Lた。」c WHITE&
SUMMERS, sulra note 9, at 175-176.
223) KLASS,supra note 200, at 143-144.
224)法律問題とは異なるため、上訴赦判所が、そのような争尖認定を行うのは、
明らかな誤りがある場合、その他極めて特殊なケースに限られる。 Id.at144.
225)例えば、カT)フォルこア州では、 「自由(な解釈)ルール」 (liberalrule)
が採用され、問題とされる文辞が峻味であるか否かを問題としないO裁判所は、
暖味性が存在したか否かにつき.利用可能なあらゆる証拠を考慮するのである
(Pac. Gas & Elec…, CO. v. G.W. Thomas Drayage & Rigging C0., 442 P.2d 641 (Cal.
1968); Delta Dynamics v. Arioto, 446 R2d 785 (Cal. 1968)) ,
他方で、ニュ-ヨ-ク州では、契約文言は、その文言が明白に意味する
ところに従って解釈しなければならないとする「明白な意味の原則」 (plain
meaningrule)が重視されているoその結果、戟判所が、その文怨の「四隅」
のみを考慮し、かつ、それに記載される文言の辞書的な定義のみを考慮して、
「暖昧ではない」と判断されたならば、もはや外部的証拠を用いて解釈する余
地はないと解される(W.W.W. Assocs., Inc… v. Giancontieri, 566 N.E.2d 639, 642
(N.Y. 1990) ) ,
226)旧UCC第2-202条のコメントKc)は以下のように規定するQ 「第(a)号で
定められた類の証拠を許容する停止条件(condition precedent)の要件として、
その用いられた文言が暖味であるという裁判所による元々の決定に求める-こ
とを本条は完全に否定する」 ucc § 2-202, cmt.1(c) (1995).
227) WHITE & SUMMERS,supra note 9, at 176.
228)改正UCC第2-202条のコメント5は以下のように規定するO 「一般に、解釈
の問題は裁判所に委ねられているO記録に基づく条項を解釈する場合において、
第(2)項は、裁判所により争点とされる条項が暖味であるとのいかなる予備的
決定(preliminary determination)なしに、履行の経過、取引の経過または取引
慣行から引き出された証拠を提出することをいずれの当事者にも許容する。本
編は、暖昧性に関する予備的決定が他のいかなるソースから引き出された証拠
を許容する条件となるかどうか、または,契約条項がその他の方法で適用可能
な黙示.implied-in-fact)のソースを排除し得るかどうかに関して、いかなる立
場も採らないoJ ucc§2-202,cmt.5 (2005).
同コメントの最後の一文は、暖味性の発見が、他の証拠の導入の条件とな
りうるかどうかの問題を解決することを回避している。 WHITE&SUMMERS,
su♪ra note 9, at 176…
229)第二次契約法リステイトメント第212条のコメントb (明白な意味と外部
(125>　46巻2号(2012… 1)
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的証拠)は以下のように規定するo 「しばしば言われるのは、外部的証拠は書
面の明白な意味(plain meaning)を変更することができないが、意味とは特定
の状況(context)を抜きにして明白になることはほほあり得ないということ
であるO　従って、第1項で定めた)レールは、その用いられた言語が暖味である
と判断された草案に限定されることはない。意味または峻昧さは、いかなる場
合にも、その状況に関連する証拠、当事者らの関係、取引の目的物、予備的交
渉とそこでなされた言明、取引慣行および当事者間の取引の種過に照らして判
断がなされる。第202条、第219-23条を参照せよ。しかし、その取引の全貌が
明らかになった後は、完成された合意が、意思に関する貴も重要な証拠となる。
合理的な意味〔の解釈〕をめぐる優先基準は、第203条、第206条、第207条に
規定されているC」。 Restatement (Second) of Contracts § 212, cmt,b (1981).
なお、解釈の前提としての暖昧性の要件につき、改正UCC第2-202条と第二
次契約法リステイトメント第212条のスタンスはほぼ同じだが、 UCCが「解釈
の問題は一般的に裁判所に委ねられている」と想定しているのに対して(UCC
§2-202,cmt…5 (2005))、第二次リステイトメントは、契約の意味は、ときに事
実判断の担当者(陪審)が決定すべき問題であると規定している点に違いがあ
る(Restatement (Second) of Contracts § 212, cmte (1981) ) ,
230)第二次契約法リステイトメント第213条〔完成合意書が従前の合:徳に及ぼ
す効果(口頭証拠則)〕 : 「(1)拘束力のある完成合M,番は、従前の合意と矛盾す
る限りにおいて、従前の合意を消滅させる(2)拘束力のある完全な完成合意
書は、従前の合意がその範園内に含まれる限りにおいて.従前の合意を消滅
させる(3)拘束力のない完成合意書、または取消可能で実際に取消された完
成合意書は、従前の合意を消減させない。ただし、拘束力のない完成合意書で
あっても、合意が完成されていなければ合意の一部となっていたであろう条項
を無効とする効力をもつことがある。」 (訳は、松本・前掲注(206)に拠る)0
Restatement (Second) of Contracts, 隻 213 (1981).
231)第二次契約法リステイトメント第216条〔矛盾しない追加的条項〕 :「(1)完
成合意書を補充するために、矛盾しない追加的条項についての証拠が許容され
るoただし、合意番が完全に完成されていたと裁判所が認定する場合は、この
限りでない。」 (訳は、松本・前掲注(206)に拠る。 Restatement (Second)of
Contracts, § 216 (1981).
232)改正UCC第2-202条のコメント2の全文は以下の通りである。 「記録は記
載された条項(一つの一致)に対して黄終的なものであるために、このことは、
その当事者らが、当該記録が枝らの合意に関する全ての条項(完全なる一致)
を含むものであると意図したことを意味するものではない。記録が韓柊的なも
のであるが、完全かつ排他的なものでない場合には、記録に反映される以前の
46巷2号(2012. 1) (124)
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合意、または、同時になされた口頭の合意を証拠としてそれを否認することは
できないが.他のあらゆるソースから引き出される、矛盾しない追加的な条項
に関する他の証拠によって補充されうるo　当該記録が、職柊的、完全かつ排他
的なものであるとしても,それは、適用可能な履行の経過、取引の経過、また
は取引慣行から引き出された矛盾しない条項の証拠によって、それらのソース
が記録に基づく条項によって熟慮の末に否定されないかぎりは、補充されうるO
当該記録が殺終的.完全かつ排他的なものである場合には、たとえ条項が当
該記録と一致するものだとしても、他のソ-スから引き　された条項の証拠に
よって補充されることはできないO」。 UCC§2-202,cmt.2 (2005)…
233) KLASS.,supra note 200, at 145.
234)改正UCC第2-202条のコメント3は以下のように規定する。 「書面が毅終
的なものであるかどうか、撮終的な書L面が完成されたかどうかは、数判所にお
ける問題である。本条は、記録が特定の事項に関して娘柊的なものとして作脱
されたことを理由に、合意された全ての事項が記載されているとの前提を拒絶
するO　その追加的条項が.合意に基づくもので、赦判所の判断からして、確実
にその文mこ含まれていたであろうような場合には、その申し立てられた作成
(making)に関する証拠は、事実判断の担当者(trieroffact}から排除されな
ければならない。本条は、当該記録が滋終的かつ完全なものであったという相
互的意図の証拠として、完結条項の証拠力がいかにあるべきかを提示すること
を意図してはいないoその決意は個々の事例の個別の状況に依拠するoJ ucc
§ 2-202, cmt.3 (2005).
235)第二次契約法.)ステイトメント第213条のコメントC (完全に完成した合
意の範開)は以下のように規定する。 「当事者らがあるか面をその合&した条
項の完全かつ排他的な表示として採用した場合には、たとえそれと矛盾しな
い追加的な条項といえども、それは許容されない。 216条を参照せよ。しかし、
同じ当事者らの間で影響を受けていない別個の合意がなお存在している可能性
がある。第2項のルールを適用するには、裁判所は、完成された合意があり、
かつ、それが完全に完成されたものであることを判断するのに加えて、その申
し立てられた事前の合意が、その完成された合意に範囲に含まれるかを判断し
なければならない。それらの判断は、あらゆる関連する証拠と一致してなされ
なければならず、そして、その完成された合意と事前の合意の両方を解釈する
ことを要求されるO」。 Restatement (Second) of Contracts § 213, ante (1981).
236)一般的には、以下の場合が、 Parol EvidenceRuleが適用されない例外とし
て挙げられている。すなわち、 ①契約啓作成後にされた契約交渉の証拠は排除
されない、 ⑧番面による有効な合意を前提とするため、合意が不成立,無効で
ある旨の証拠は排除されない、および、 (勤書面と矛盾する証拠が排除されるの
(123) 46巻2号(2012. 1)
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であり、書面の文言を解釈するための証拠は排除されない。滝沢・前掲柱(199)
58頁。
237) KLASS,supra note 200, at 145.
238)本稿の第2車第4節第1項(3)を参照されたい。
239)改iEUCC第2-202条のコメント4は、続けて以下のように規定するO 「奉条
はまた、事後的な変更に関する証拠、または、免黄を請求することを目的とし
て両当事者が特定の出来事が生じなかったと思い込んでいたという証拠を排除
するために適用されるものではない。」 ucc§2-202,cmt4(2005).
240)拙稿(2)前掲柱(1)69頁。
241)極目…前掲注(104) 130頁によれば、 「アメリカの判例法は、一方で詐欺
防止法の存在を前提としながらも、個別のケースでその適用を制限する方向で
発展してきたo　原則は原則とし、例外を作ることによって具体的妥当性を確保
する。」。
242)奥約の方式における三つの権能は、ロン・フラ-が1941年に公衆した論
文「約因と方式」 (Fuller, Consideration and Form, 41 COLUM. L REV. 799, 802
(1941))において提示されたものだが、実際には、それより10年早く、ルウ
エT)ンが1931年に公表した論文(Llewellyn, What Price Contract? rAn Essay in
Peタ坤ective, 40 YAI。E LJ. 704 (1931))に現れていたとの指摘がある。 DiMatteo,
A Theory in the Realm ofldealism, 5 DEPAUL BUS… & COM.L…J… 17, 31 (2006).
243)ルウエリンは、方式の証拠的機能につき、 「いかなる体制でも、ある取引
が現実に実施されたことの記録および証拠杏類としての形式の価値を無視する
ことはできず、また、その取引において何が合意されたかに関する永続的かつ
評価IFT能な証拠としての方式の重要性を無視することはできないo」と述べるo
Llewellyn, sulra note 242, at 746-747…
244)ルウエリンは、方式の警告的機能につき、 「これら二つのルール〔詐欺防
止法と口頚証拠準則〕の基本的な効果は、 ・-、合意の永続的、信用できる記録
を奨励する点でも、また、その記録を残す際に注意を呼び起こす点でも、ほぼ
確実に有益である。」と指摘するa Id.at748.
245)ルr)エリンは.方式の関係づけ機能につき、 「よく知られた類の形式的な
行為は、結果として、既存の状況を変更する旨の最終的な意図を公に表明する」
と述べるId.at711.
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